
 議案第８号 

   墨田区手数料条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  平成２８年２月１７日 

 

                提出者 墨田区長  山  本    亨    

 

   墨田区手数料条例の一部を改正する条例 

 墨田区手数料条例（平成１２年墨田区条例第４号）の一部を次のように改正する。 

 別表 １区民関係の部９の項を次のように改める。 

 

９ 

住民基本台帳法第１２条第１項

並びに第１２条の３第１項及び

第２項の規定に基づく住民票の

写し若しくは住民票に記載した

事項に関する証明書の交付又は

同法第１２条の４第１項の規定

に基づく住民票の写しの交付 

⑴ 住民票

の写しの

交付手数

料 

 

 

 

 

⑵ 住民票

記載事項

証明書交

付手数料 

１通につき３００円。ただし、多

機能端末機（区の電子計算組織と

通信回線で接続された区又は民間

事業者が設置する端末機で、証明

書の交付等の機能を有するものを

いう。以下同じ。）による交付の

場合は、１通につき２００円とす

る。 

１件につき ３００円 

交付のとき。

 

 別表 １区民関係の部１３の項中「及び」を「又は」に改め、「第１８条」の次に

「若しくは第２０条」を加え、「１件につき ３００円」を「１件につき３００円。

ただし、多機能端末機による交付の場合は、１件につき２００円とする。」に改め、

同部１５の項中「地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の１０の規定に基

づく地方団体の徴収金」を「地方税に係る事務」に、 
 

⑵ 特別区

民税・都

民税課税

証明書交

付手数料 

⑶ 特別区

民税・都

民税非課

１件につき ３００円 

 

 

 

 

１件につき ３００円 

 

 

「 

を 



 

 

 

 

 

 

  に改め、同部２５の項を同部２７の項 

 

 

 

とし、同部２４の項中「２３の項」を「２５の項」に改め、同項を同部２６の項とし、

同部２３の項を同部２５の項とし、同部２２の項を同部２４の項とし、同部２１の項

中「２２の項から２５の項」を「２４の項から２７の項」に改め、同項を同部２３の

項とし、同部２０の項の次に次のように加える。 
      

２１ 

行政不服審査法（平成２６年法

律第６８号）第３８条第１項

（同法第９条第３項の規定によ

り読み替えて適用される場合を

含む。）の規定に基づく書面若

しくは書類の写し又は電磁的記

録に記録された事項を記載した

書面の交付 

行政不服審

査に係る提

出書類等の

写し等交付

手数料 

用紙１枚につき、次に掲げる額。

ただし、両面に出力された用紙に

ついては、片面を１枚として算定

した額とする。 

⑴ 白黒 １０円 

⑵ カラー ２０円 

交付のとき。

          

２２ 

行政不服審査法第８１条第３項

の規定において準用する同法第

７８条第１項の規定に基づく主

張書面若しくは資料の写し又は

電磁的記録に記録された事項を

記載した書面の交付 

行政不服審

査に係る主

張書面又は

資料の写し

等交付手数

料 

用紙１枚につき、次に掲げる額。

ただし、両面に出力された用紙に

ついては、片面を１枚として算定

した額とする。 

⑴ 白黒 １０円 

⑵ カラー ２０円 

交付のとき。

      

 別表 １区民関係の部備考３中「、この表」を「、同表」に改め、備考に次のよう

に加える。 

  ４ この表の２１の項及び２２の項に規定する手数料については、第５条第２号

及び第３号の規定は適用しない。 

 別表 ３建築・都市計画・土木関係の部６０の項から６２の項までを次のように改

める。 

税証明書

交付手数

料 

 

⑵ 特別区

民税・都

民税課税

証明書交

付手数料 

⑶ 特別区

民税・都

民税非課

税証明書

交付手数

料 

１件につき３００円。ただし、多

機能端末機による交付の場合は、

１件につき２００円とする。 

 

 

１件につき３００円。ただし、多

機能端末機による交付の場合は、

１件につき２００円とする。 

 

 

 

」 
「 

」 



     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

６０ 

長期優良住宅の普及の促進に関

する法律（平成２０年法律第８

７号）第６条第１項の規定に基

づく長期優良住宅建築等計画の

認定（当該住宅が一戸建ての住

宅（住宅の用途以外の用途に供 

する部分を有しないものに限る。

以下この項から６９の項までに

おいて同じ。）に係るものに限

る。）の申請に対する審査 

一戸建ての

住宅に係る

長期優良住

宅建築等計

画認定申請

手数料 

１件につき、次に掲げる額。ただ

し、当該申請に併せて長期優良住

宅の普及の促進に関する法律第６

条第２項の規定に基づく申出があ

った場合においては、当該額に１

の項の規定により算定した手数料

の額を加えた額とする。 

⑴ 住宅を新築しようとする場合 

 （以下「新築の場合」という。）

 ア 申請に係る計画が、長期優

良住宅の普及の促進に関する

法律第６条第１項各号（第３

号を除く。）に掲げる基準に

適合していることを区長が指

定する者による確認（以下「区

長が指定する者による技術的

審査」という。）を受けたも

の ７，２００円 

 イ 申請に併せて住宅の品質確

保の促進等に関する法律（平

成１１年法律第８１号）第６

条第１項の設計住宅性能評価

書（同法第５条第１項の住宅

性能評価に係る部分について

長期優良住宅の普及の促進に

関する法律第６条第１項第１

号に掲げる基準に適合し、か

つ、当該住宅性能評価のうち

構造の安定に関することにつ

いて建築基準法施行令第８１

条第２項第１号ロの限界耐力

計算以外の方法により評価さ

れたものに限る。以下「設計

住宅性能評価書」という。）

が提出されたもの １６，０

００円 

 ウ ア及びイ以外のもの ４７，

  ０００円 

⑵ 住宅を増築し、又は改築しよ

うとする場合（以下「増改築の

場合」という。） 

 ア 申請に係る計画が、区長が

指定する者による技術的審査

を受けたもの １０，０００

円 

 イ ア以外のもの ６８，００

０円 

認定申請の

とき。 

     



          
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期優良住宅の普及の促進に関

する法律第６条第１項の規定に

基づく長期優良住宅建築等計画

の認定（当該住宅が共同住宅等

（共同住宅、長屋その他一戸建

ての住宅以外の住宅をいう。以

下同じ。）に係るものに限る。）

の申請に対する審査 

共同住宅等

に係る長期

優良住宅建

築等計画認

定申請手数

料 

１件につき、次に掲げる額（当該

申請に併せて長期優良住宅の普及

の促進に関する法律第６条第２項

の規定に基づく申出があった場合

においては、１の項の規定により

算定した手数料の額を加えた額）

を当該建築物における認定申請戸

数で除して得た額（１００円未満

の端数があるときは、その端数を

切り捨てた額） 

⑴ 新築の場合 次のア、イ又は

ウに掲げる区分及び当該住宅が

属する一の建築物の床面積の合

計に応じた額 

 ア 申請に係る計画が、区長が

指定する者による技術的審査

を受けたもの 

  (ア) １００平方メートル以内

のもの ７，２００円 

  (イ) １００平方メートルを超

え、５００平方メートル以

内のもの １３，０００円 

  (ウ) ５００平方メートルを超

え、１，０００平方メート

ル以内のもの ２３，００

０円 

  (エ) １，０００平方メートル

を超え、２，５００平方メ

ートル以内のもの ３２，

０００円 

  (オ) ２，５００平方メートル

を超え、５，０００平方メ

ートル以内のもの ６１，

０００円 

  (カ) ５，０００平方メートル

を超え、１０，０００平方

メートル以内のもの １０

４，０００円 

 イ 申請に併せて設計住宅性能

評価書が提出されたもの 

  (ア) １００平方メートル以内

のもの １６，０００円 

  (イ) １００平方メートルを超

え、５００平方メートル以

内のもの ５７，０００円 

  (ウ) ５００平方メートルを超

え、１，０００平方メート

認定申請の

とき。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

６１ 

ル以内のもの ９２，００

０円 

  (エ) １，０００平方メートル

を超え、２，５００平方メ 

   ートル以内のもの １７２，

   ０００円 

  (オ) ２，５００平方メートル

を超え、５，０００平方メ 

   ートル以内のもの ２９５，

   ０００円 

  (カ) ５，０００平方メートル

を超え、１０，０００平方

メートル以内のもの ４５

５，０００円 

 ウ ア及びイ以外のもの 

  (ア) １００平方メートル以内

のもの ４７，０００円 

  (イ) １００平方メートルを超

え、５００平方メートル以

内のもの １０９，０００

円 

  (ウ) ５００平方メートルを超

え、１，０００平方メート

ル以内のもの １７５，０

００円 

  (エ) １，０００平方メートル

を超え、２，５００平方メ 

   ートル以内のもの ３４５，

   ０００円 

  (オ) ２，５００平方メートル

を超え、５，０００平方メ 

   ートル以内のもの ６１７，

   ０００円 

  (カ) ５，０００平方メートル

を超え、１０，０００平方

メートル以内のもの １，

０６２，０００円 

⑵ 増改築の場合 次のア又はイ

に掲げる区分及び当該住宅が属

する一の建築物の床面積の合計

に応じた額 

 ア 申請に係る計画が、区長が

指定する者による技術的審査

を受けたもの 

  (ア) １００平方メートル以内

のもの １０，０００円 

  (イ) １００平方メートルを超



え、５００平方メートル以

内のもの １９，０００円 

  (ウ) ５００平方メートルを超

え、１，０００平方メート

ル以内のもの ３３，００

０円 

  (エ) １，０００平方メートル

を超え、２，５００平方メ

ートル以内のもの ４７，

０００円 

  (オ) ２，５００平方メートル

を超え、５，０００平方メ

ートル以内のもの ８８，

０００円 

  (カ) ５，０００平方メートル

を超え、１０，０００平方

メートル以内のもの １５

１，０００円 

 イ ア以外のもの 

  (ア) １００平方メートル以内

のもの ６８，０００円 

  (イ) １００平方メートルを超

え、５００平方メートル以

内のもの １６０，０００

円 

  (ウ) ５００平方メートルを超

え、１，０００平方メート

ル以内のもの ２５５，０

００円 

  (エ) １，０００平方メートル

を超え、２，５００平方メ 

   ートル以内のもの ５０４，

   ０００円 

  (オ) ２，５００平方メートル

を超え、５，０００平方メ 

   ートル以内のもの ９０３，

   ０００円 

  (カ) ５，０００平方メートル

を超え、１０，０００平方

メートル以内のもの １，

５５２，０００円 
          
 

 

 

 

 

 

長期優良住宅の普及の促進に関

する法律第８条第１項の規定に

基づく長期優良住宅建築等計画

の変更の認定（当該住宅が一戸 

建ての住宅に係るものに限る。） 

の申請に対する審査 

一戸建ての

住宅に係る

長期優良住

宅建築等計

画変更認定

申請手数料 

１件につき、次に掲げる額。ただ

し、当該申請に併せて長期優良住

宅の普及の促進に関する法律第８

条第２項において準用する同法第

６条第２項の規定に基づく申出が

あった場合においては、当該額に

変更認定申

請のとき。 



 

 

 

 
 

６２ 

１の項の規定により算定した手数

料の額を加えた額とする。 

⑴ 新築の場合 

 ア 申請に係る計画が、区長が

指定する者による技術的審査

を受けたもの ７，２００円 

 イ 申請に併せて設計住宅性能

評価書が提出されたもの １

６，０００円 

 ウ ア及びイ以外のもの ４７，

  ０００円 

⑵ 増改築の場合 

 ア 申請に係る計画が、区長が

指定する者による技術的審査

を受けたもの １０，０００

円 

 イ ア以外のもの ６８，００

０円      
 

 別表 ３建築・都市計画・土木関係の部６３の項中「⑴、⑵又は⑶」を「⑴アから

ウまで又は⑵ア若しくはイ」に、「６１の項額の欄⑴アからカまで、⑵アからカまで

又は⑶アからカまで」を「当該⑴アからウまで又は⑵ア若しくはイのそれぞれ(ア)から

(カ)まで」に改め、同部６６の項中「書類（以下」の次に「この項から６９の項までに

おいて」を加え、「（人の居住以外の用に供する部分を有しないものに限る。以下同

じ。）」を削り、同部中７６の項を８３の項とし、７０の項から７５の項までを７項

ずつ繰り下げ、６９の２の項を７６の項とし、６９の項の次に次のように加える。 
      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物のエネルギー消費性能の

向上に関する法律（平成２７年

法律第５３号）第３０条第１項

の規定に基づく建築物エネルギ

ー消費性能向上計画の認定の申

請であって、当該申請に併せて

区長が別に定める同項各号に掲

げる基準に適合していることを

示す書類（以下この項から７３

の項までにおいて「適合証」と

いう。）が提出されたものに対

する審査 

適合証が提

出された場

合における

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画認定申請

手数料 

１件につき、次に掲げる額。ただ

し、当該申請に併せて建築物のエ

ネルギー消費性能の向上に関する

法律第３０条第２項の規定に基づ

く申出があった場合においては、

一の建築物につき１の項の規定に

より算定した手数料の額を加えた

額とする。 

⑴ 一戸建ての住宅に係る申請  

 ５,１００円 

⑵ ⑴以外の建築物に係る申請  

 次のア又はイに掲げる場合及び

当該住戸又は当該部分の床面積

の合計に応じた額。ただし、同

一の建築物についてア及びイに

掲げる申請を同時に行う場合に

認定申請の

とき。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

７０ 

おいては、ア(ア)から(エ)までに掲

げる額は徴収しない。 

 ア 住戸ごとの申請の場合  

  (ア) ３００平方メートル未満

のもの ９，７００円 

  (イ) ３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未

満のもの ２１，０００円 

  (ウ) ２，０００平方メートル

以上５，０００平方メート

ル未満のもの ４６，００

０円 

  (エ) ５，０００平方メートル

以上のもの ８１，０００

円 

 イ 一の建築物の申請の場合 

  次の(ア)に掲げる部分の床面積

の合計に応じた額及び(イ)に掲

げる部分の床面積の合計に応 

  じた額を合計した額。ただし、

  (ア)又は(イ)に掲げる部分が存在

しない場合は、当該部分に係

る額は加算しない。 

  (ア) 住宅部分（建築物のエネ

ルギー消費性能の向上に関

する法律第１１条第１項の 

   住宅部分をいう。以下同じ。）

   ａ ３００平方メートル未

満のもの ９，７００円 

   ｂ ３００平方メートル以

上２，０００平方メート

ル未満のもの ２１，０

００円 

   ｃ ２，０００平方メート

ル以上５，０００平方メ 

    ートル未満のもの ４６，

    ０００円 

   ｄ ５，０００平方メート

ル以上のもの ８１，０

００円 

  (イ) 非住宅部分（建築物のエ

ネルギー消費性能の向上に

関する法律第１１条第１項

の非住宅部分をいう。以下

同じ。） 

   ａ ３００平方メートル未

満のもの ９，７００円 



   ｂ ３００平方メートル以

上２，０００平方メート

ル未満のもの ２７，１

００円 

   ｃ ２，０００平方メート

ル以上５，０００平方メ 

    ートル未満のもの ８０，

    ４００円 

   ｄ ５，０００平方メート

ル以上１０，０００平方

メートル未満のもの １

２８，０００円 

   ｅ １０，０００平方メー

トル以上２５，０００平

方メートル未満のもの 

１６１，０００円 

   ｆ ２５，０００平方メー 

    トル以上のもの ２０１，

    ０００円 
          
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物のエネルギー消費性能の

向上に関する法律第３０条第１

項の規定に基づく建築物エネル

ギー消費性能向上計画の認定の

申請であって、当該申請に併せ

て適合証が提出された場合以外

のものに対する審査 

適合証が提

出された場

合以外の場

合における

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画認定申請

手数料 

１件につき、次に掲げる額。ただ

し、当該申請に併せて建築物のエ

ネルギー消費性能の向上に関する

法律第３０条第２項の規定に基づ

く申出があった場合においては、

一の建築物につき１の項の規定に

より算定した手数料の額を加えた

額とする。 

⑴ 一戸建ての住宅に係る申請 

 次に掲げる当該住宅の床面積の

合計に応じた額 

 ア ２００平方メートル未満の

もの ３４，４００円 

 イ ２００平方メートル以上の

もの ３８，４００円 

⑵ ⑴以外の建築物に係る申請 

 次のア又はイに掲げる場合及び

当該住戸又は当該部分の床面積

の合計に応じた額。ただし、同

一の建築物についてア及びイに

掲げる申請を同時に行う場合に

おいては、ア(ア)から(エ)までに掲

げる額は徴収しない。 

 ア 住戸ごとの申請の場合 

  (ア) ３００平方メートル未満

のもの ６９，１００円 

  (イ) ３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未

認定申請の

とき。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

７１ 

満のもの １１６，０００

円 

  (ウ) ２，０００平方メートル

以上５，０００平方メート

ル未満のもの １９６，０

００円 

  (エ) ５，０００平方メートル

以上のもの ２８１，００

０円 

 イ 一の建築物の申請の場合 

  次の(ア)に掲げる部分の床面積

の合計に応じた額及び(イ)又は

(ウ)に掲げる部分の床面積の合

計に応じた額を合計した額。

ただし、(ア)、(イ)又は(ウ)に掲げ

る部分が存在しない場合は、

当該部分に係る額は加算しな

い。 

  (ア) 住宅部分 

   ａ ３００平方メートル未

満のもの ６９，１００

円 

   ｂ ３００平方メートル以

上２，０００平方メート

ル未満のもの １１６，

０００円 

   ｃ ２，０００平方メート

ル以上５，０００平方メ

ートル未満のもの １９

６，０００円 

   ｄ ５，０００平方メート 

    ル以上のもの ２８１， 

    ０００円 

  (イ) 非住宅部分（モデル建物

法（建築物エネルギー消費 

   性能基準等を定める省令（平 

   成２８年経済産業省・国土

交通省令第１号。以下この 

   項及び７５の項において「省 

   令」という。）第１条第１

項第１号イに規定する一次

エネルギー消費量（以下こ

の項及び７５の項において

「一次エネルギー消費量」

という。）の算出に用いる

べき標準的な建築物及び省

令第８条第１号イ⑴に規定



する屋内周囲空間の年間熱

負荷（以下この項において

「屋内周囲空間の年間熱負

荷」という。）の算出に用

いるべきものとして国土交

通大臣が定める建築物を用

いて評価する方法をいう。

７３の項において同じ。）

による場合） 

   ａ ３００平方メートル未

満のもの ８７，１００

円 

   ｂ ３００平方メートル以

上２，０００平方メート

ル未満のもの １４５，

７００円 

   ｃ ２，０００平方メート

ル以上５，０００平方メ

ートル未満のもの ２３

５，７００円 

   ｄ ５，０００平方メート

ル以上１０，０００平方

メートル未満のもの ３

０９，０００円 

   ｅ １０，０００平方メー

トル以上２５，０００平

方メートル未満のもの 

３７１，０００円 

   ｆ ２５，０００平方メー 

    トル以上のもの ４３５，

    ０００円 

  (ウ) 非住宅部分（標準入力法

等（実際の設計仕様の条件

を基に算定した一次エネル

ギー消費量及び屋内周囲空

間の年間熱負荷を用いて評

価する方法をいう。７３の

項において同じ。）による

場合） 

   ａ ３００平方メートル未

満のもの ２２７，１０

０円 

   ｂ ３００平方メートル以

上２，０００平方メート

ル未満のもの ３６７，

１００円 

   ｃ ２，０００平方メート



ル以上５，０００平方メ

ートル未満のもの ５２

３，７００円 

   ｄ ５，０００平方メート

ル以上１０，０００平方

メートル未満のもの ６

４６，０００円 

   ｅ １０，０００平方メー

トル以上２５，０００平

方メートル未満のもの 

７６３，０００円 

   ｆ ２５，０００平方メー 

    トル以上のもの ８７１，

    ０００円           
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物のエネルギー消費性能の

向上に関する法律第３１条第１

項の規定に基づく建築物エネル

ギー消費性能向上計画の変更の

認定の申請であって、当該申請

に併せて適合証が提出されたも

のに対する審査 

適合証が提

出された場

合における

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画変更認定

申請手数料 

１件につき、次に掲げる額。ただ

し、当該申請に併せて建築物のエ

ネルギー消費性能の向上に関する

法律第３１条第２項において準用

する同法第３０条第２項の規定に

基づく申出があった場合において

は、一の建築物につき１の項の規

定により算定した手数料の額を加

えた額とする。 

⑴ 一戸建ての住宅に係る申請 

３,７００円 

⑵ ⑴以外の建築物に係る申請 

 次のア又はイに掲げる場合及び

当該住戸又は当該部分の床面積

の合計に応じた額。ただし、同

一の建築物についてア及びイに

掲げる申請を同時に行う場合に

おいては、ア(ア)から(エ)までに掲

げる額は徴収しない。 

 ア 住戸ごとの申請の場合 

  (ア) ３００平方メートル未満

のもの ６，９００円 

  (イ) ３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未

満のもの １５，０００円 

  (ウ) ２，０００平方メートル

以上５，０００平方メート

ル未満のもの ３２，００

０円 

  (エ) ５，０００平方メートル

以上のもの ５７，０００

円 

 イ 一の建築物の申請の場合 

変更認定申

請のとき。 



 

 

 

 

 

 

 
 

７２ 

  次の(ア)に掲げる部分の床面積

の合計に応じた額及び(イ)に掲

げる部分の床面積の合計に応 

  じた額を合計した額。ただし、

  (ア)又は(イ)に掲げる部分が存在

しない場合は、当該部分に係

る額は加算しない。 

  (ア) 住宅部分 

   ａ ３００平方メートル未

満のもの ６，９００円 

   ｂ ３００平方メートル以

上２，０００平方メート

ル未満のもの １５，０

００円 

   ｃ ２，０００平方メート

ル以上５，０００平方メ 

    ートル未満のもの ３２，

    ０００円 

   ｄ ５，０００平方メート

ル以上のもの ５７，０

００円 

  (イ) 非住宅部分 

   ａ ３００平方メートル未

満のもの ６，９００円 

   ｂ ３００平方メートル以

上２，０００平方メート

ル未満のもの １９，１

００円 

   ｃ ２，０００平方メート

ル以上５，０００平方メ 

    ートル未満のもの ５６，

    ４００円 

   ｄ ５，０００平方メート

ル以上１０，０００平方

メートル未満のもの ９

０，０００円 

   ｅ １０，０００平方メー

トル以上２５，０００平

方メートル未満のもの 

１１３，０００円 

   ｆ ２５，０００平方メー 

    トル以上のもの １４１，

    ０００円           
 

 

 

 

建築物のエネルギー消費性能の

向上に関する法律第３１条第１

項の規定に基づく建築物エネル

ギー消費性能向上計画の変更の

適合証が提

出された場

合以外の場

合における

１件につき、次に掲げる額。ただ

し、当該申請に併せて建築物のエ

ネルギー消費性能の向上に関する

法律第３１条第２項において準用

変更認定申

請のとき。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認定の申請であって、当該申請

に併せて適合証が提出された場

合以外のものに対する審査 

建築物エネ

ルギー消費

性能向上計

画変更認定

申請手数料 

する同法第３０条第２項の規定に

基づく申出があった場合において

は、一の建築物につき１の項の規

定により算定した手数料の額を加

えた額とする。 

⑴ 一戸建ての住宅に係る申請 

 次に掲げる当該住宅の床面積の

合計に応じた額 

 ア ２００平方メートル未満の

もの ２４，２００円 

 イ ２００平方メートル以上の

もの ２７，０００円 

⑵ ⑴以外の建築物に係る申請 

 次のア又はイに掲げる場合及び

当該住戸又は当該部分の床面積

の合計に応じた額。ただし、同

一の建築物についてア及びイに

掲げる申請を同時に行う場合に

おいては、ア(ア)から(エ)までに掲

げる額は徴収しない。 

 ア 住戸ごとの申請の場合 

  (ア) ３００平方メートル未満

のもの ４８，５００円 

  (イ) ３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未

満のもの ８１，０００円 

  (ウ) ２，０００平方メートル

以上５，０００平方メート

ル未満のもの １３８，０

００円 

  (エ) ５，０００平方メートル

以上のもの １９７，００

０円 

 イ 一の建築物の申請の場合 

  次の(ア)に掲げる部分の床面積

の合計に応じた額及び(イ)又は

(ウ)に掲げる部分の床面積の合

計に応じた額を合計した額。

ただし、(ア)、(イ)又は(ウ)に掲げ

る部分が存在しない場合は、

当該部分に係る額は加算しな

い。 

  (ア) 住宅部分 

   ａ ３００平方メートル未

満のもの ４８，５００

円 

   ｂ ３００平方メートル以



 

 

 

 

 

 
 

７３ 

上２，０００平方メート

ル未満のもの ８１，０

００円 

   ｃ ２，０００平方メート

ル以上５，０００平方メ

ートル未満のもの １３

８，０００円 

   ｄ ５，０００平方メート

ル以上のもの １９７，

０００円 

  (イ) 非住宅部分（モデル建物

法による場合） 

   ａ ３００平方メートル未

満のもの ６１，１００

円 

   ｂ ３００平方メートル以

上２，０００平方メート

ル未満のもの １０２，

１００円 

   ｃ ２，０００平方メート

ル以上５，０００平方メ

ートル未満のもの １６

５，１００円 

   ｄ ５，０００平方メート

ル以上１０，０００平方

メートル未満のもの ２

１６，０００円 

   ｅ １０，０００平方メー

トル以上２５，０００平

方メートル未満のもの 

２６０，０００円 

   ｆ ２５，０００平方メー 

    トル以上のもの ３０５，

    ０００円 

  (ウ) 非住宅部分（標準入力法

等による場合） 

   ａ ３００平方メートル未

満のもの １５９，１０

０円 

   ｂ ３００平方メートル以

上２，０００平方メート

ル未満のもの ２５７，

１００円 

   ｃ ２，０００平方メート

ル以上５，０００平方メ

ートル未満のもの ３６

６，７００円 



   ｄ ５，０００平方メート

ル以上１０，０００平方

メートル未満のもの ４

５３，０００円 

   ｅ １０，０００平方メー

トル以上２５，０００平

方メートル未満のもの 

５３５，０００円 

   ｆ ２５，０００平方メー 

    トル以上のもの ６１０，

    ０００円           
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７４ 

建築物のエネルギー消費性能の

向上に関する法律第３６条第１

項の規定に基づく建築物エネル

ギー消費性能基準に適合してい

る旨の認定の申請であって、当

該申請に併せて区長が別に定め

る同法第２条第３号の建築物エ

ネルギー消費性能基準に適合し

ていることを示す書類（以下こ 

の項及び次項において「適合証」 

という。）が提出された場合に

対する審査 

適合証が提

出された場

合における

建築物エネ

ルギー消費

性能基準に

適合してい

る旨の認定

申請手数料 

１件につき、次に掲げる額 

⑴ 一戸建て住宅に係る申請 ５，

 １００円 

⑵ ⑴以外の建築物に係る申請 

次のア及びイに掲げる部分の床

面積の合計に応じた額を合計し

た額。ただし、ア又はイに掲げ

る部分が存在しない場合は、当

該部分に係る額は加算しない。 

 ア 住宅部分 

  (ア) ３００平方メートル未満

のもの ９，７００円 

  (イ) ３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未

満のもの ２１，０００円 

  (ウ) ２，０００平方メートル

以上５，０００平方メート

ル未満のもの ４６，００

０円 

  (エ) ５，０００平方メートル

以上のもの ８１，０００

円 

 イ 非住宅部分 

  (ア) ３００平方メートル未満

のもの ９，７００円 

  (イ) ３００平方メートル以上

２，０００平方メートル未

満のもの ２７，１００円 

  (ウ) ２，０００平方メートル

以上５，０００平方メート

ル未満のもの ８０，４０

０円 

  (エ) ５，０００平方メートル

以上１０，０００平方メー

トル未満のもの １２８，

０００円 

認定申請の

とき。 



  (オ) １０，０００平方メート

ル以上２５，０００平方メ 

   ートル未満のもの １６１，

   ０００円 

  (カ) ２５，０００平方メート

ル以上のもの ２０１，０

００円           
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物のエネルギー消費性能の

向上に関する法律第３６条第１

項の規定に基づく建築物エネル

ギー消費性能基準に適合してい

る旨の認定の申請であって、当

該申請に併せて適合証が提出さ

れた場合以外のものに対する審

査 

適合証が提

出された場

合以外の場

合における

建築物エネ

ルギー消費

性能基準に

適合してい

る旨の認定

申請手数料 

１件につき、次に掲げる額 

⑴ 一戸建ての住宅に係る申請 

 次のア又はイに掲げる場合及び

当該住宅の床面積に応じた額 

 ア 性能基準（省令第１条第１

項第２号イ⑴及び同号ロ⑴に

定める基準をいう。）による

場合 

  (ア) ２００平方メートル未満

のもの ３４，４００円 

  (イ) ２００平方メートル以上

のもの ３８，４００円 

 イ 仕様基準（省令第１条第１

項第２号イ⑵及び同号ロ⑵に 

  定める基準をいう。以下同じ。）

  による場合 

  (ア) ２００平方メートル未満

のもの １７，７００円 

  (イ) ２００平方メートル以上

のもの １９，１００円 

⑵ ⑴以外の建築物に係る申請 

次のア及びイに掲げる部分の床

面積の合計に応じた額を合計し

た額。ただし、ア又はイに掲げ

る部分が存在しない場合は、当

該部分に係る額は加算しない。 

 ア 住宅部分 

  (ア) 性能基準（省令第１条第

１項第２号イ⑴及び同号ロ

⑴又は同項第３号に定める

基準をいう。）による場合 

   ａ ３００平方メートル未

満のもの ６９，１００

円 

   ｂ ３００平方メートル以

上２，０００平方メート

ル未満のもの １１６，

０００円 

   ｃ ２，０００平方メート

ル以上５，０００平方メ

認定申請の

とき。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７５ 

ートル未満のもの １９

６，０００円 

   ｄ ５，０００平方メート

ル以上のもの ２８１，

０００円 

  (イ) 仕様基準による場合 

   ａ ３００平方メートル未

満のもの ３３，１００

円 

   ｂ ３００平方メートル以

上２，０００平方メート

ル未満のもの ５８，０

００円 

   ｃ ２，０００平方メート

ル以上５，０００平方メ

ートル未満のもの １０

４，０００円 

   ｄ ５，０００平方メート

ル以上のもの １５７，

０００円 

 イ 非住宅部分 

  (ア) モデル建物法（一次エネ

ルギー消費量の算出に用い

るべき標準的な建築物を用 

   いて評価する方法をいう。）

   による場合 

   ａ ３００平方メートル未

満のもの ８７，１００

円 

   ｂ ３００平方メートル以

上２，０００平方メート

ル未満のもの １４５，

７００円 

   ｃ ２，０００平方メート

ル以上５，０００平方メ

ートル未満のもの ２３

５，７００円 

   ｄ ５，０００平方メート

ル以上１０，０００平方

メートル未満のもの ３

０９，０００円 

   ｅ １０，０００平方メー

トル以上２５，０００平

方メートル未満のもの 

３７１，０００円 

   ｆ ２５，０００平方メー 

    トル以上のもの ４３５，



    ０００円 

  (イ) 標準入力法等（実際の設

計仕様の条件を基に算定し

た一次エネルギー消費量を 

   用いて評価する方法をいう。）

   による場合 

   ａ ３００平方メートル未

満のもの ２２７，１０

０円 

   ｂ ３００平方メートル以

上２，０００平方メート

ル未満のもの ３６７，

１００円 

   ｃ ２，０００平方メート

ル以上５，０００平方メ

ートル未満のもの ５２

３，７００円 

   ｄ ５，０００平方メート

ル以上１０，０００平方

メートル未満のもの ６

４６，０００円 

   ｅ １０，０００平方メー

トル以上２５，０００平

方メートル未満のもの 

７６３，０００円 

   ｆ ２５，０００平方メー 

    トル以上のもの ８７１，

    ０００円      

 

   付 則 

 この条例中別表 １区民関係の部の改正規定（同部９の項、１３の項及び１５の項

の改正規定を除く。）及び同表 ３建築・都市計画・土木関係の部の改正規定は平成

２８年４月１日から施行し、同表 １区民関係の部の改正規定（同部９の項、１３の

項及び１５の項の改正規定に限る。）は墨田区規則で定める日から施行する。 

 

（提案理由） 

 多機能端末機による住民票の写し等の交付の開始及び行政不服審査法の全部改正に

伴い区民関係手数料の新設等をするとともに、建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律の制定等に伴い建築・都市計画・土木関係手数料の新設をする必要がある。 


